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19 9 0年代初頭、日本企業は「世界の工場」中国に投資を開始しました。以降、ア
ジア通貨危機（1997年）、SARS（重症急性呼吸器症候群、2003年）、リーマン
ショック（2008年）、そして新型コロナウイルス感染症（2020年）と、さまざまな苦
難に直面してきました。中国は改革開放の掛け声の下、どんどん自国経済を成長さ
せ、瞬く間に世界第2位の経済大国となりました。つまり、日本企業にとって中国は
もはや無視できないほど大きな経済的影響を持つようになったのです。今後は、中
国との経済的なつながりを強めることで、中国をも包含した新しい国際関係の構
築を後押していくことがますます重要となります。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

  POINT 1

1990年代、世界から取り残された経済を急速にキャッチアップしようとした中 

国、それを利用して製造業の生き残りをかけた日本、この関係性は今も強く
残っている。時代の変化とともに中国が次のステージへ移ろうとしている今、
日本と中国の製造を通じた関係性も次のステージへ移る時期が来ている。

  POINT 2

急速に経済発展をしているがゆえに、中国はかつて先進国が体験した大気や
水質汚染などさまざまな環境問題に直面している。したがって、SDGsは中国
にとっても重要な課題であり、目標である。第14次五カ年計画では、SDGsに
関連した目標が含まれている。

  POINT 3

日本を訪れた多くの中国人は、買い物だけでなく、日本の澄み切った空、きれ
いな空気、ゴミのない街、質素ながらに存在感のある佇まいに触れ、モノづく
り日本の特性に触れている。「量」から「質」への転換の中で、日本の力が必要
であると多くの人が感じている。
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Ⅰ

中国への日本企業の進出

（1）  「世界の工場」への道を歩みはじめ
た中国

日本企業の本格的な中国進出は、1990

年代に始まりました。（図表1参照）1978年
の鄧小平による改革開放路線への転換か
ら、中国は外国企業を誘致するためにさ
まざまな優遇政策を打ち出しました。その
中には、外国企業専用の複式簿記による
会計制度の準備もあります。なぜならば、
当時の中国には複式簿記を前提にした会
計が存在していなかったからです。

1989年の天安門事件では、改革開放路
線の継続に懸念が高まりましたが、鄧小
平の「南巡講話」などによって、その危機
は乗り越えました。その後、1993年頃から
中国向けの直接投資が急激に増え始めま
した。このときの日本企業の投資は、中国
の比較的安い労働力と土地を目的とした
もので、中国で製造された製品のほとん
どが輸出されました。外国からの直接投
資により外貨を稼ぎ、製品の輸出によりさ
らに外貨を稼ぐことで、中国は2桁の経済

成長を実現、「世界の工場」と呼ばれるよう
になったのです。

（2） 世界経済の転換点
しかし、2 0 0 8年のリーマンショックに

よって、世界経済は方向転換を余儀なく
されます。中国も例外ではありませんでし
た。それまで「世界の工場」となることで、
主として第2次産業の成長により経済成長
を続けていた中国の経済にも方向転換の
時期が訪れたというわけです。
北京オリンピック（2008年）、上海世界

万国博覧会（2 0 10年）などの世界的なイ
ベントを経験しますが、この頃から中国
は「中所得の罠」を意識するようになりま
す。「中国経済失速」という話題とともに着
目されるようになったのが「チャイナ・プラ
ス・ワン」です。その背景には、2012年の尖
閣諸島問題の影響もありましたが、中国
1ヵ国だけに集中していた製造拠点を数ヵ
国に分散するということはむしろ合理的な
決定であったと思います。
こうした環境の変化を考慮すると、リー

マンショックの世界経済への影響が現実
のものとなったのは、実際には2 012年前
後だったのではないかと思います。中国国
内でも金融の引締めなどにより、成長アク
セルに急ブレーキが踏まれた感じがあり
ましたし、中国自身も第3次産業に軸足を
移して経済成長を継続しようと努力しま 

した。

（3） デジタルという救世主
第3次産業の成長にもそれなりにインフ

ラの整備が必要であり、時間がかかりま
す。主役のバトンを渡されても、すぐに主
役を交代するのは容易ではありません。そ
こに登場したのが、デジタルという救世主
です。銀行を中国中に作るには非常に時
間がかかりますが、アリババやテンセント
がQRコードによる決済を実現させたこと
で、国内どこからでも決済することができ
るようになりました。それだけでなく、こ
の決済方式は彼ら自身のビジネスも大きく

発展させました。アリババはEコマースの
会社ですから、決済システムが重要です。
WeChatもQRコード決済システムを持つこ
とで、ミニ・プログラムを充実させていきま
した。デジタルの発展は、中国の人々の生
活スタイルを変化させたのです。レストラ
ンやショップだけでなく、病院、公共サー
ビスなどあらゆるところでQRコードが使
われるようになりました。このとき、中国
ではすでに店舗型の販売だけでは売上げ
を伸ばすことができなくなっていました。

（4） 自動車産業の発展
1990年代初頭、中国における自動車の
年間生産・販売台数は100万台に満たない
状況でした。もっとも道路の整備も十分
ではなく、運転自体が特殊技能で、自動
車の運転は一般ドライバーには認められ
ていませんでした。しかし、2000年以降の
急成長により、年間生産台数は2,500万台
を超え、中国は世界の自動車生産の2 8%

を占める巨大市場に変貌しました。中国
中に高速道路が建設され、2020年末現在
でその総延長は約16.1万㎞にまで達して
います。その後も、年間6,000㎞以上の高
速道路が建設される予定だそうです。こ
の巨大な中国自動車市場で、トヨタ、ホン
ダ、日産などの日本勢は約 2 0%を占めて
います。一時期は、日本と中国の国同士の
関係で将来が危ぶまれる時期もありまし
たが、車両の品質はもとより、点検・修理、
さらには部品供給に至るまで準備したうえ
で顧客対応する日本の自動車企業の信頼
が、中国市場でも認められたと言えます。

Ⅱ

第14次五カ年計画

（1） 中国の「五カ年計画」とは
中国では、1953年から五カ年計画が策

定され始めました。この五カ年計画には、
中国の経済・社会の政策目標が記されて
います。つまり、五カ年計画を学ぶことで、
中国が進もうとしている方向を理解する

図表1

1953 第1次五カ年計画

1978 改革開放路線

1989 天安門事件

1990 日本企業の中国進出

1991 第8次五カ年計画

2003 SARS

2008 リーマンショック

2008 北京オリンピック

2010 上海世界万国博覧会

2012 尖閣諸島問題

2016 第13次五カ年計画

2020 新型コロナウイルス

2021 第14次五カ年計画
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ことができるのです。抽象的な表現や中
国独特の思想的な表現も含まれています
が、比較的はっきりと方向性が明文化され
ており、理解しやすいと思います。（図表2 

参照）

（2） 第14次五カ年計画の目的
�第14次五カ年計画�では、2021年から

2025年の5年間を、中国が「小康社会（や
やゆとりある社会）」から社会主義現代化
の基本的な実現に向けて進む重要な時期
と位置付けています。2 0 21年は中国共産
党設立100周年の年でもあり、きわめて意
味のある年です。中国経済が質の高い発
展に向けて進む過程において、各業界に
も大きな変化をもたらすであろうと言われ
ています。
この第14次五カ年計画（2021年～2025

年）および2035年までの長期目標では、こ
れからの10 0年を見据えた経済および産
業の発展の中心として「科学技術強国」ス
トラテジーが掲げられています。また、中
国の現代化建設に向けて「科学技術強国、
製造強国、品質強国、交通強国、貿易強
国、ネットワーク強国」に関連したストラテ

ジーおよび「デジタル中国、健康中国」な
どのテーマが記されています。

（3）  中国経済発展の「量」から「質」へ
のシフト

第14次五カ年計画では、中国経済発展
の中心を「量」から「質」にシフトすることも
掲げられています「調和のとれた社会（和
諧社会）」と「効率改善」を目指し、交通、エ
ネルギー、製造、農業水利、教育、医療、
カルチャー／トラベル、コミュニティ、住
居、政務といった広範囲の分野がその対
象となっています。これを実現するために、
第14次五カ年計画では「双循環」戦略が提
唱されています。これは内需拡大に基づく
「国内大循環」と、輸出や投資誘致などに
よる「国際大循環」を同時に促進していく
という戦略です。
都市化についても、第1級都市である①

北京・天津・河北（京津冀）、②長江デルタ
（上海・江蘇省南部・浙江省北部）、③珠
江デルタ（広州、香港、深セン、東莞、マカ
オ）、④成都・重慶の5都市群をはじめ、全
国19都市群の効率改善、コスト抑制、産
業分担、インフラ共有を同時に進めること

により、対象都市群の効率とバランスを
調整して全国的な実現を目指すとしてい 

ます。
中国の高速道路も30年間で16万㎞を新

規に建設し、高速鉄道も3.5万㎞にまで延
びています。中国には、年間 5 0万人以上
が利用する空港の数が13 0以上あります。
中国には年収が10 0万円に満たない人が
たくさんおり、彼らが外国に行き、外国の
発展ぶりを目の当たりにすることはありま
せん。交通網の拡充は、人々の移動を可
能にし、外国に行くことのできない中国人
も、第1級都市での外国のような発展を見
る機会が増加します。「量」から「質」への要
求は、中国の人々の当然の内的な要求とし
て加速していくと考えられます。

Ⅲ

日本企業にとっての中国

（1） 2030年目標SDGsに向けて
中国は、経済発展後発の国です。経済

が急速に発展する過程で生じる大気汚染
や水質汚染などの生活衛生環境問題、へ
き地の貧困といった所得格差問題が深
刻な社会問題となっています。凄まじいス
ピードで世界の工場になった中国で、さま
ざまな社会問題が急速に拡大したのは想
像に難くありません。EV化先進国として優
位な報道もされていますが、中国のエネル
ギー比率は石炭が6割を超えています。中
国もSDGsを真剣に捉えており、取り組ん
でいます。第14次五カ年計画でも経済発
展、イノベーションの推進、人民の幸福な
生活、グリーン・エコロジー、安全保障な
ど5つの分野の2 0項目にわたる主要指標
が設けられて、SDGsに関連する内容が盛
り込まれています。

（2） 中国の重要性
「発展を急ぎ過ぎた中国」「中国はアメ
リカのようになる資質はない」など、地政
学リスクに関連する報道が目を引きます。
地政学リスクを気にする日本の企業経営

図表2 14次五ヵ年計画の主要目標

GDP成長は、2021年は+6％予想、2025年度までの具体的な目標は明示されず。

住民1人当たり可処分所得増加率や都市失業率、労働生産性についても、25年度の
目標数値は公表されなかった。

常住人口都市化率を5年間で60%から65%に引き上げることで消費需要を増加させ
る狙いがある。

単位GDP当たりのエネルギー消費量、二酸化炭素排出量の削減率については達成義
務目標が設定されており、2020年比でそれぞれ13.5%、18%削減するとしている。

大気および水質汚染からの改善、森林被覆率の向上を図るための数値義務目標が設
定されている。

研究開発費の伸び率では年平均7%以上、2025年の人口1万人当たりの高付加価値
発明特許保有件数は2020年比で倍増することが、義務目標ではない発展目標とし
て期待されている。
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者の中には、中国との関係に非積極的で
あったり、中国との事業に二の足を踏むよ
うな意思決定をすることもあるかもしれま
せん。かつての日本がそうであったように、
世界第2位の経済大国となった中国に対し
て警鐘を鳴らすのは、むしろ当然と言えま
す。しかし、これは中国を避けて通れとい
うことではありません。SDGsを目指す世
界第3位の経済大国日本にとって、中国の
隣国である日本にとって、中国は重要な国
であると考えます。
中国は14億人を超える人口を有してい

ます。これは世界人口の18%に当たります。
そして、4億人の中高所得層がいると言わ
れています。また、中国のGDPは約15兆ド
ルで、こちらも世界のGDP総合計の18%に
相当します。人口をとっても、経済規模を
とっても、中国が世界に大きな影響を与え
る大国であることは明らかです。

（3） コロナ後の最速回復国
中国は、2020年4月8日に武漢市のロッ

クダウンを解除して、すでに1年以上が過
ぎました。その後、中国でも各地で小規
模な感染で極地的なロックダウンを実施
しているものの、極力経済活動を継続で
きるように注意を払いながらコントロール
が継続されています。国内での移動は、基
本的に自由で、飲食店などは深夜営業も
含め、ほぼ通常どおりです。大きく異なる
のは、海外との行き来です。海外から中国
に入国した人は、PCR検査の実施に加え、
原則最低14日間の指定隔離観察施設で
の生活が強制されます。
海外旅行を繰り返していた中国の人々

は、国内に目を向けて、ショッピングや国
内旅行をエンジョイしています。中国の若
い世代は、外国製品だけでなく、中国製
品にも目を向け始めました。今までの安
かろう悪かろうという中国製品のイメージ
は、値段が安くても品質の良いものという
イメージに変わろうとしています。これは、
第14次五カ年計画の「双循環」戦略の「国
内大循環」に、フォローの風が吹いている

ようにも見えます。

（4） 発展を継続する中国
中国は第14次五カ年計画及び2035年ま

での中期目標に沿って戦略的に成長して
いくと考えられます。今まで豊かになった
中国人の多くが、日本を訪れ、消費してく
れることで、日本の経済の下支えになった
ことは記憶に新しいと思います。この訪日
ブームにより中国人の日本に対する認識
も随分変わったと思います。品質の良い日
本製品に触れるだけでなく、「モノづくり日
本」の実態を目の当たりにした人も少なく
ないはずです。日本商会など中国における
日本の経済団体などと発展改革委員会と
の懇談会でも日本への協力を求める発言
が多く聞かれます。まだまだ日本企業が中
国で活躍できる機会はたくさんあると認
識しています。

Ⅳ

まとめ

1994年、山東省華能電力株式有限公司
という中国の国有企業がニューヨーク市
場に上場しました。この上場計画はスー
パーウェーブ構想と称され、資金調達市
場を通じて中国とアメリカの経済的なつ
ながりを強化するために、国際会計事務
所とニューヨーク証券取引所が考案して
実行したものです。まさに中国を世界経済
の一員とすることで暴走させず、共存共栄
を目指した当時のアメリカ経済界の試みで
した。
日本は、すでに世界第2位の経済大国と

なった中国、無視できない大きな経済的
影響を持つようになった中国との経済的
なつながりを強めることによって、中国を
も包含した新しい国際関係の構築を後押
ししなければなりません。2 0 3 0年目標の
SDGsを成功裏に導くためにも、日本は日
本の特性を生かしつつ、むしろ積極的に
中国とのビジネスを検討する必要があると
考えます。
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